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１　総括

 (1) 人件費の状況（普通会計決算）

（注）１　「地方財政状況調査」の区分による普通会計（一般・温泉）決算です。

　　　２　人件費には、特別職の給与、共済組合負担金、公務災害補償費等を含みます。

 (2) 職員給与費の状況（普通会計決算）

（注）１　「地方財政状況調査」の区分による普通会計予算です。

　　　２　職員手当には、退職手当を含みません。

　　　３　職員数は、平成29年４月１日現在の職員数です。

 (3) ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較するた

　　　　め、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職俸給

　　　　表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均

　　　　したものである。

一 人 当 た り

一人当たり給与費

（参考）

千円千円

（B/A）

類似団体平均給 与 費

-5,513

千円

給 与 費

千円

職員数

（Ａ）

1,973,751

千円

501,472

平成29年
度

平成29年
度

区分

人

人　

21,756

職員手当 期末・勤勉手当
（Ｂ）

　　　　　　　　　　　％

16,922,051

　　　　　千円 　　　　　　％　　　　　　　千円

16.7

愛南町人事行政の運営等の状況の公表について

区分
歳出額

（Ａ）

住民基本台帳人口

(平成29年度末現在)

　地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条の２及び愛南町人事行政の運営等の状況の公表に
関する条例に基づき、愛南町の人事行政の運営等の状況概要を公表します。

（Ｂ/Ａ）（Ｂ）

人件費

　　　　　千円

829,869

千円

給　 料

2,821,985

358

（参考）人件費率実質収支

平成２８年度の人件費率

17.9

計

1,296,502 175,777

H27.4.1, 88.1

H27.4.1, 95.0
H27.4.1, 95.8

H28.4.1, 88.3

H28.4.1, 95.9 H28.4.1, 96.3

H29.4.1, 89.0

H29.4.1, 95.8
H29.4.1, 96.4

H30.4.1, 90.2

H30.4.1, 95.5
H30.4.1, 96.4

80

85
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95
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105

愛南町 類似団体（V-0型）平均 全国町村平均
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２　一般行政職給料表の状況（平成30年４月１日現在）

（単位：円）

（注）給料月額は、給与抑制措置を行う前のものである。

３　職員の平均給与月額、初任給等の状況
 (1) 職員の平均年齢、平均給料月額の状況（平成30年４月１日現在）

　　　　①一般行政職

歳 円 円

歳 円 円

歳 円 円

平均給与月額平均給料月額区 分 平均年齢

愛南町 44.9 306,987 342,047

愛媛県 44.2 331,678 419,990

329,845国 43.5 410,940

５級 ６級

1号級の給料月額 143,156 193,451 229,792 263,021

１級 ２級 ３級 ４級

319,742

385,296 394,131 411,398最高号級の給料月額 248,063 304,984 350,963

289,123

 
②技能労務職

歳 人 円 円

歳 円 円 歳 円

歳 円 円 歳 円

歳 円 円 歳 円

歳 円 円 歳 円

歳 円 円

歳 人 円 円

歳 人 円 円

（注）１　民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している（平成25年度から平成27年度の3ヶ年平均）。

      ２　技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない。

　　　３　数値のない欄については、「ハイフン（－）」としています。

266,537

-

16

うち自動車運転手

270,053

52.1

53.4

289,181

区 分

278,481

260,712うち用務員

愛南町 261,904

56.4

公 務 員

328,637286,817

274,526

248,164 250,144

-

370,822

263,021

334,994

国

-

228

うち清掃職員

うち学校給食員 59.11 1.14

－ －

調理士 218,900

－ －

44.6

-

参　考
（A）/（B）

－

199,900

227,100

1.33

1.27

290,300

－

民 間

平均年齢
平均給与月額

（B）
対応する

民間の類似職種
平均給与月額

（A）
平均年齢 職員数 平均給料月額

－ －

57.1

45.3

55.2

廃棄物処理
事業従業員

用務員

－

－ － －

－

自家用乗用
自動車運転手

－

うちその他
技能労務職

愛媛県 52.7

53.6

－

－

50.7 2,553

 
（2) 職員の初任給の状況（平成30年４月１日現在）

円

円

円 円 円

円 円

円 円

（3) 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成30年４月１日現在）

円 円 円

円 円 円

円 円 円

円 円 円

（注）　経験年数は、実際の勤続年数に採用前の前歴期間を加えた年数です。

-

143,614

186,524大　学　卒
一般行政職

高　校　卒

183,312 円

152,090

高校卒

高校卒 215,050

区 分 愛 南 町

149,882

円

技能労務職
241,867

中　学　卒 129,402

287,129

-

247,625

-中学卒

一般行政職
大学卒

130,306

317,106

国愛 媛 県

総合職 183,700

247,800 294,994

一般職 179,200

一般職

217,100

－145,063

－

区 分 10年以上15年未満 15年以上20年未満 20年以上25年未満

技能労務職
高　校　卒

-

147,100
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４　一般行政職の級別職員数等の状況
 (1) 一般行政職の級別職員数の状況（平成30年４月１日現在）

（注）１　愛南町職員の給与に関する条例に基づく給料表の級区分による職員数です。

      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務です。

区 分

2人 0.8%

職員数

12.7%

６級 　総括課長

18.1%２級

13.5%

30人

　係長・主任

58人

５級 　課長

　課長補佐 24.5%

標準的な職務内容

43人

１級

72人３級

４級

30.4%

32人　主事

　主査

構成比

１級

13.5%

１級

12.9%

２級

18.1%

２級

21.8%

３級

30.4%

３級

29.0%

４級

24.5%

４級

23.4%

５級

12.7%

５級

12.1%

６級

0.8%

６級

0.8%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

平成30年度の構成比 １年前の構成比

 
 

（2）昇給への勤務成績の反映状況

イ　人事評価を実施した

　標準に加え、上位及び下位の区分も適用

　標準に加え、上位の区分も適用

　標準に加え、下位の区分も適用

　標準の区分のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

平成30年4月１日から平成31年3月31日
までにおける運用

○ ○

○ ○ ○

○

○

○

愛南町 国

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員
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５　職員の手当の状況
 (1) 期末手当・勤勉手当（平成29年度）

愛南町

勤勉手当

2.60月分 1.80月分

勤勉手当 期末手当期末手当

2.60月分1.80月分2.60月分

加算措置
の状況

１人当たりの平
均支給額

愛媛県

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

勤勉手当

国

期末手当
区 分

支給割合

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

1.80月分

職制上の段階、職務の級等
による加算措置

1,439千円 1,600千円 －

 

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況

イ　人事評価を実施した

　標準に加え、上位及び下位の成績率も適用

　標準に加え、上位の成績率も適用

　標準に加え、下位の成績率も適用

　標準の成績率のみ適用

ロ　人事評価を実施していない

平成30年度中における運用
愛南町 国

管理職員 一般職員 管理職員 一般職員

○

○ ○ ○ ○

○ ○ ○

 

 (2) 退職手当（平成30年４月１日現在）

（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成29年度に退職した職員に支給した平均額です。

47.709月分

勧奨・定年

勤続２５年

19.6695月分

47.709月分

47.709月分

　職務の級等の区分に応じた６段階の調整月額を決め、　職員

の在職期間のうち、その月額が高い方から60月分の合計額を

調整額として加算

24.586875月分

28.0395月分 33.27075月分

24.586875月分

最高限度額

19.6695月分

47.709月分

退職手当の
調整額

その他の
加算措置

勤続２０年

47.709月分

28.0395月分 33.27075月分

定年前早期退職特別措置
（２～20％加算）

39.7575月分勤続３５年 47.709月分

１人当たり
平均支給額 18,843千円

自己都合

国愛南町

勧奨・定年自己都合

定年前早期退職特別措置
（２～20％加算）

区 分

　職務の級等の区分に応じた６段階の調整月額を決め、　職員

の在職期間のうち、その月額が高い方から60月分の合計額を

調整額として加算

2,902千円

39.7575月分
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 (3) 特殊勤務手当（平成30年４月１日現在）

支給実績

支給職員１人当たり平均支給年額

職員全体に占める手当支給職員の割合

手当の種類（手当数）

1

3 １回2,000円

１回1,000円

１回3,000円

5 月額5,000円

6 月額5,000円

日額250円

１回1,000円

8 １日250円

9

 (4) 時間外勤務手当

支給実績 千円

職員１人当たり平均支給年額 千円

支給実績 千円

職員１人当たり平均支給年額 千円

197

日額250円

感染症患者若しくは感染症の疑いのある患者の救護に従事した職員

手当の名称

68,868

平成28年度
決算

あけぼの荘

2 防疫作業手当

行旅病人の収容作業に従事した職員

野猿駆除手当

4

9

環境衛生ｾﾝﾀｰにおける夜間ごみ焼却業務に従事した職員

救急救助業務に従事した職員（救急救命士が出場し、特定行為を実
施した場合は、250円を加算）

平成29年度
決算

消防職手当

行旅病死人等収容手当

税徴収等手当

主な支給対象業務職員

ごみ処理・し尿処理手当

火葬業務・火葬処理手当

あけぼの荘における夜間勤務に従事した職員
夜間勤務手当

１回250円

平成30年度

58,327 円

16.6%

3,383千円

7

66,427

環境衛生ｾﾝﾀｰ

消防職員のうち、階級を有し、制服を着用し、消防事務に従事する
者（事務専従職員は、支給対象外）

野猿駆除に従事した職員

186

行旅死亡人の収容作業に従事した職員

ごみ処理及びし尿処理に従事した職員

平成29年度
決算

救急出動手当

やむを得ない事情により火葬処理に従事した職員

町税の徴収に関する事務に従事した職員

日額700円

左記職員に対する支給単価

感染症の病原体に付着した物件若しくは付着の危険がある物件の処
理作業に従事した職員

家畜伝染病の病原体を有する家畜若しくは家畜病原体を有する疑い
のある家畜に対する防疫作業に従事した職員

 

 



- 6 - 

６　特別職の報酬等の状況（平成30年４月１日現在）

1.75月分

副 議 長 227,000円 1.75月分

６月期 12月期 計

給

料

町 長 770,000円

副 町 長 625,000円

区 分 給料月額等
平成29年度期末手当支給割合

1.55月分

1.55月分

教 育 長 570,000円

報

酬

議 長 286,000円

1.55月分

1.55月分

3.30月分

1.75月分

3.30月分1.75月分

議 員 181,000円 1.75月分 3.30月分

1.55月分

1.55月分

3.30月分

3.30月分

3.30月分1.75月分

 
 

７　職員数の状況

 (１）部門別職員数の状況と主な増減理由

区分

部門

（注）　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、派遣職員等を含み、

　　　臨時又は非常勤職員、宇和島地区広域事務組合出向職員等（平成29年４人及び平成30年３人）を除いています。

12人

0人 0人

業務見直しによる減員

業務見直しによる減員

1人

対前年増減数

業務見直しによる減員

△ 2人

△ 2人

0人

14人

91人

29人

241人

76人

△ 1人

民生

衛生

特

別

行
政

部
門

土木

教育

消防

一
般
行
政
部
門

農林水産

小計

商工

31人

247人

18人

3人

46人

37人

11人

109人

0人

1人

52人

62人

0人

△ 1人

0人

△ 3人

1人

△ 6人

92人

426人合計

下水道

公
営
企
業
等
会
計
部
門

0人

小計 △ 1人

△ 9人

77人

435人

△ 1人

47人

△ 1人

税務

小計 111人

14人

病院

水道

交通

その他

38人

25人

12人

27人

11人

26人

1人

65人

議会

職 員 数
主　　な　　増　　減　　理　　由

52人

0人

平成29年 平成30年

3人

総務

業務見直しによる減員

△ 2人

25人

16人

業務見直しによる減員

業務見直しによる減員

退職者不補充による減員、業務見直しによる減員

業務見直しによる増員

業務見直しによる増員
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 (２)年齢別職員構成の状況（平成30年４月１日現在）

　

（注）　職員数は一般職に属する職員数であり、地方公務員の身分を保有する休職者、

　　　派遣職員等を含み、臨時又は非常勤職員、宇和島地区広域事務組合出向職員等

      （平成29年４人及び平成30年３人）を除いています。

 (３)職員数の推移

年　度

部　門

（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。

48人

265人

49人

261人

47人

69人70人

462人 455人

358人

77人

435人

77人

445人

377人 368人

78人

消　防

384人

総合計

普通会計計

78人

％

43歳

64

％

人

65人

人人

59歳

248人

72人

％

10.613.4

％％％

33

5.9 15.0

39歳

人人

～

35歳27歳 31歳

人

32歳

～

24歳

～ ～ ～

20歳

31

7.0

25

％

7.3

％

30

36歳 40歳28歳 56歳

公営企業等会計計

人

0.0

職員数

構成比
2.6

人

20歳

0

人

11

％％

区分

未満 23歳

～

426

100

％

60 145

0.2

％

平成27年

％

14.1

57

16.27.8

69

以上

人人

47歳 51歳

人

55歳

人

計

60歳52歳

～ ～

48歳44歳

247人

46人

平成29年

～ ～

(△ 2.6 %)

(△ 7.8 %)

(△ 4.1 %)

(△ 8.9 %)

△ 2人

△ 34人

△ 36人

△ 2人

過去5年間の

増減数（率）

(△ 9.1 %)

(△ 11.4 %)△ 8人

一般行政

教　育

△ 24人

平成26年 平成28年

426人

平成30年

241人

62人

47人

350人

76人

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

構成比

１年前の構成比

%
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８　職員の分限及び懲戒処分の状況

（1）分限処分（平成29年度）

降任 免職 休職 降給 合計

勤務成績が良くない場合 第28条第1項第1号 － － － － 0件 

第28条第1項第4号

　　　第2項第1号

職に必要な適格性を欠く場合 第28条第1項第3号 － － － － 0件 

職制、定数の改廃、予算の減少に
より廃職、過員を生じた場合

第28条第1項第4号 － － － － 0件 

刑事事件に関し、起訴された場合 第28条第2項第2号 － － － － 0件 

失職した場合 第28条第4項 － － － － 0件 

0件 0件 0件 0件 0件 

（2）懲戒処分（平成29年度）

戒告 減給 停職 免職 合計

　　　４　職員数は予算計上数値であり、平成17年4月1日現在の職員数とは一致しません。法令に違反した場合 第29条第1項第1号 － － － － 0件

職務上の義務に違反し又は職務を
怠った場合

第29条第1項第2号 － － － － 0件

全体の奉仕者たるにふさわしくな
い非行があった場合

第29条第1項第3号 － － － － 0件

0件 0件 0件 0件 0件

0件 － － － －

地方公務員法処分事由

合　　　　　計

地方公務員法処分事由

心身の故障の場合

合　　　　　計
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９　職員の服務の状況

（1）年次有給休暇（平成29年１月１日～同年12月31日）

（注）１　全対象職員数とは、平成29年1月1日から同年12月31日までの全期間を在職した一般職員に限り、

　　　　当該期間の中途に採用した者、退職した者、当該期間中に育児休業、休職の事由がある職員及び

　　　　派遣職員を除くものとし、それらの職員を除いた職員の使用した年次有給休暇の合計数を総取得

　　　　日数とします。

　　　２　総付与日数とは、平成29年1月1日現在において各職員に付与した日数（前年からの繰越分を含

　　　　む。）を全対象職員にわたって合計したものです。
　

（2）育児休業等の取得状況（平成29年度）

（注）１　部分休業とは、地方公務員の育児休業等に関する法律第19条に規定する部分休業です。

　　　２　深夜勤務及び時間外勤務の制限とは、愛南町職員の勤務時間、休暇等に関する条例第８条の３

　　 　 に規定する深夜及び時間外勤務の制限です。

（A）

総付与日数

8,683日 

（Ｃ）

全対象職員数

222人

総取得日数

（Ｂ）

1,961日 

（B/Ａ）

22.6%

消化率平均取得日数

（B/Ｃ）

8.8日

区　　　　　　　分

－

－

－

－ 育児休業取得者数

 うち新規取得者数

 うち新規取得者数

5人 

－

 深夜勤務及び時間外勤務の制限請求者数

 部分児休業取得者数 －

－

－

－ うち新規取得者数

0人 

0人 

0人 

5人 

1人 

0人 

合　計

－

女　性男　性

1人 

 
10　職員の研修及び勤務成績の評定の状況

（1）研修の状況

　職員の勤務能率の発揮及び増進のため、以下の研修を実施しています。

接遇研修、メンタルヘルス研修、法制執務研修、人
事評価研修、人権教育研修ほか

新採職員研修、中級職員研修、係長級研修、
課長級研修

 法令コース
行政法講座、民法講座、地方自治法講座、法
制執務講座、政策形成理論講座

 政策形成コース
政策立案講座、政策法務講座、問題解決能力
講座、住民ニーズ調査実践講座

 対人能力コース
折衝力・交渉力講座、ファシリテーション講座、ク
レーム対応講座、ロジカルシンキング講座

 管理能力コース
マネジメント能力講座、意思決定能力講座、
広報とマスコミ対応講座

 行政経営コース 経営分析基礎講座

 行政実務コース 文章力向上講座

市町村アカデミー

愛媛県

研　修　名　等

ステージ
アップ研修

職場内研修

区　　　　　分

階層別研修

職場外研修

派遣研修

官公庁

専門研修機関

基 本 研 修
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11　職員の福祉及び利益の保護の状況

（1）職員の健康保持、疾病予防対策の状況（平成30年度）

（2）職場の安全衛生の状況（平成30年度）

　労働安全衛生法等に基づき、衛生委員会の設置、産業医、衛生管理者等の配置を行

い、快適な職場環境の実現と職場における職員の安全と健康の確保のため安全衛生管

理体制を整備しています。

（3）福利厚生制度に係る負担状況（平成29年度普通会計決算）

（4）公務災害の状況（平成29年度）

（5）通勤災害の状況（平成29年度）

0件 0件0件 0件 0件

愛媛県市町村互助会

平成29年度末

現在未処理件数

受理件数

取下げ件数

負担金額

415,730千円 

2,611千円 

愛媛県公立学校共済組合

0件 0件

概　　　　　　　　　要

定期的に産業医が職場を巡視し、業務や業務環境を観察すること
を通じて、健康障害の防止及び快適な職場環境の形成を図りまし
た。

年に１度、本庁及び各支所において、以下の職員定期健康診断を
行いました。

区　　分

産業医職場巡視

区　　　　　　　分

職員定期健康診断
（健診内容）

身体測定、血圧測定、視力・聴力検査、尿検査、心電図検査、貧血検査、
肝機能検査、血中脂質検査、血糖検査、胸部X線検査、眼底検査、大腸が
ん検査、前立腺がん（40歳以上男性対象）検査、腎機能痛風検査、乳がん
検査、診察問診

共済組合負担金
愛媛県市町村職員共済組合

健康相談
上記職員定期健康診断後に、産業医、保健師及び栄養士による健
康相談を実施し、職員の健康確保に努めました。

平成2８年度末

現在未処理件数

0件

12,235千円 

認定件数

0件

取下げ件数

認定件数

0件

公務外件数

0件

平成２９年度末

現在未処理件数

公務外件数
平成28年度末

現在未処理件数
受理件数

0件
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（6）勤務条件に関する措置要求の状況（平成29年度）

（注）　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、愛媛県人事委員会（以下

　　　「人事委員会」という。）に対して、地方公共団体の当局により適当な措置が

　　　執られるべきことを要求することができる。

（7）不利益処分に関する不服申立ての状況（平成29年度）

（注）　職員は、懲戒処分等その意に反すると認められる不利益な処分を受けた場合は、

　　　人事委員会に対して、不服申立てをすることができる。

－ －

－ －

－ － －

－ －

－ －

措置要求件数

－ －

－ －

－

0件 0件

－

－ －

－ －

－

－

給　　与

旅　　費

勤務時間

－

平成２８年度
末係属件数

－

平成２９年度
末係属件数

終結件数区　分

任　　用

－

休　　暇

執務環境

－

－

福利厚生

－

平成２９年度
末係属件数

区　　分

計 0件 0件

そ の 他 － － －

－

－

－

－

－

－

－

－ － －

－

－

懲
戒
処
分

そ の 他

－

－

計

降 任

休 職

免 職

戒 告

減 給

停 職

免 職

分
限
処
分

0件 

平成２８年度
末係属件数

措置要求件数 終結件数

－ －

－ －

－ －

－

－

－ － －

－ －

－ －

－ －

0件 0件 0件 

－

 


